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 〇契約担当官等  支出負担行為担当官 広島労働局総務部長 荒原 勝行 

 

 

 

 

１ 概要及び日程等 

（１）調達件名及び数量 広島障害者職業能力開発校総合実務科におけるコンベ

ヤの調達 一式 

（２）履行期間又は履行期限 契約締結日から令和８年３月３１日（火） 

（３）履行場所 支出負担行為担当官が別途指定する場所 

（４）契約方法 一般競争入札（最低価格落札方式） 

（５）競争参加資格の等級 令和７・８・９年度厚生労働省競争参加資格（全省庁

統一資格）において、厚生労働省大臣官房会計課長か

ら「物品の販売」でＢ、Ｃ又はＤ等級に格付けされ、

中国地域の競争参加資格を有する者であること。 

（６）入札説明書の交付 この公告の日から競争参加資格確認関係書類等の提出

期限まで 

（７）競争参加資格確認関係

書類等の提出期限 

令和７年９月１９日（金）  １７時００分 

（８）入札書の提出期限 令和７年９月２６日（金）  １３時５０分 

（９）開札の日時及び場所 令和７年９月２６日（金）  １４時００分 

広島労働局総務部総務課内 

（10）質問の期限 令和７年９月１２日（金）  １７時００分 

（11）低入札価格調査基準額

の設定の有無（予定） 

無 

（12）入札保証金 

及び契約保証金 

免除。 

ただし、落札者が契約を締結しないときは、落札価格

の１００分の５以上に相当する金額を納付させる。 

 

２ 照会窓口 

   入札書等の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

    〒730－8538 広島県広島市中区上八丁堀６－３０ 広島地方合同庁舎２号館５階 

    広島労働局総務部総務課会計第二係 中島 綾花 

入札説明書 

広島障害者職業能力開発校総合実務科におけるコンベヤの調達 一式 

（令和７年度契約案件） 

広島労働局総務部総務課 

 Ⅰ 個別事項  
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電話082-221-9241（内線154） 

 

３ 質問等 

（１）本入札に関し質問等がある場合は、次の区分に従い質問の期限までに提出すること。 

  ① メール 

    質問の送信先アドレス  hir-kaikei2@mhlw.go.jp 

  ② 照会窓口に持参 

（２）質問に対する回答は、「入札関係書類受領書」を提出した全ての者に、入札書の提出

期限の前日１７時００分までに、メールで回答する。 

   なお、簡易な質問については、質問者に対してのみ、電話等で回答する。 

 

４ 本入札者に求められる事項 

   本入札に参加しようとする者は、「Ⅱ 共通事項」に記載する事項の他、次の要件を

全て満たしていなければならない。 

（１）前記競争参加資格の等級を有していること。 

（２）本調達仕様書を期間内に閲覧すること。 

 

５ 提出書類 

   本入札に参加しようとする者は、次の書類等をそれぞれの提出期限までに提出しなけ

ればならない。（提出部数 各１部） 

 ① 競争参加資格を有することを証明する書類等 

  ア 厚生労働省大臣官房会計課長から通知された資格審査結果通知書（全省庁統一資

格）の写し 

  イ 競争参加資格等に係る申立書及び自己申告書（入札説明書様式－１） 

 ② 暴力団等に該当しない旨の誓約書（入札説明書様式－２） 

   ＊ 開札日の属する年度に誓約書を既に提出したことがある場合で、その内容に変更

が無いときは、当該提出済のものの写しを提出すれば足りる。 

 ③ 入札書（入札説明書様式－４） 

（代理人が紙により入札する場合には委任状（入札説明書様式－５）を併せて提出す

る必要がある。） 

 

６ 支払条件 

   契約書案記載のとおり。 
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１ 電子調達システムの利用に関する事項 

（１）本件は、電子調達システムを利用して実施する。ただし、電子調達システムにより難

い者は、紙による入札を認める。 

（２）電子調達システムを利用して書類及び入札書等を提出する場合の要領は、電子調達シ

ステム所定の操作方法による。 

（３）障害発生時及び電子調達システム操作等の問い合わせ先 

   ・ヘルプデスク 0570-014-889 

   ・ホームページ https://www.geps.go.jp 

   ただし、申請書類、応札の締め切り時間が切迫しているなど緊急を要する場合には、

「Ⅰ 個別事項」２に記載した照会窓口へ連絡すること。 

 

２ 書類の提出義務 

（１）入札者は、競争参加資格確認関係書類等及び入札書等の必要な書類を、本入札説明書

の定める期限及び場所に提出しなければならない。 

（２）書類提出の受付時間については、受付期間中の平日（ただし１２月２９日から翌年１

月３日までの期間を除く。）午前８時３０分から正午及び午後１時から午後５時までと

する。 

（３）入札者は、提出した書類等について真正性確保等の観点から説明を求められた場合に

は、これに応じなければならない。 

 

３ 言語及び通貨 

   契約手続に使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨とする。 

 

４ 競争参加資格 

（１）法令により競争に参加できない者 

   予算決算及び会計令第７０条及び第７１条に規定される次の事項に該当する者は、競

争に参加する資格を有しない。 

  ① 以下の各号のいずれかに該当する者 

   ア 当該契約を締結する能力を有しない者。なお、未成年者、被保佐人及び被補助人

であって、契約締結のために必要な同意を得ている者を除く。 

   イ 破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者 

   ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３

２条第１項各号に掲げる者 

  ② 以下の各号のいずれかに該当すると認められ、３年以内の期間を定めて、一般競争

に参加させないこととした者（これを代理人、支配人その他の使用人として使用する

者についてもまた同じ。） 

   ア 契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品

質若しくは数量に関して不正の行為をした者 

   イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るた

めに連合した者 

 Ⅱ 共通事項  
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   ウ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

   エ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

   オ 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故

意に虚偽の事実に基づき過大な額で行った者 

   カ 正当な理由がなく契約を履行しなかった者 

   キ 前各号のいずれかに該当する者を、契約の締結又は履行に当たり、代理人、支配

人その他の使用人として使用した者 

（２）競争に参加させない者 

   予算決算及び会計令第７３条の規定に基づき、次に該当する者は、競争に参加するこ

とができない。 

  ① 厚生労働省から指名停止を受けている者 

  ② 資格審査申請書又はその添付書類に虚偽の事実を記載した者 

  ③ 経営の状況又は信用度が極度に悪化している者 

  ④ 次に掲げる制度が適用される者にあっては、本入札の入札書提出期限の直近２年間

（オ及びカについては２保険年度）の保険料の滞納がある者 

   ア 厚生年金保険 

   イ 健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの） 

   ウ 船員保険 

   エ 国民年金 

   オ 労働者災害補償保険 

   カ 雇用保険 

   ＊ 各保険料のうちオ及びカについては、当該年度における年度更新手続を完了すべ

き日が未到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続を完了すべき日

以降の場合にあっては当該年度及び前年度の保険料について滞納がない（分納が認

められているものについては納付期限が到来しているものに限る。）こと。 

  ⑤ 本入札の入札書提出期限の直近１年間において、厚生労働省が所管する法令に違反

したことにより送検され、行政処分を受け、又は行政指導（行政機関から公表された

ものに限る。）を受けた者にあっては、本件業務の公正な実施又は本件業務に対する

国民の信頼の確保に支障をきたすおそれがある者 

   ＊ これに該当すると思われる事実がある場合は、あらかじめ入札説明書記載の照会

窓口に照会すること。 

（３）再委託を予定している者の取扱い 

   業務の全部を再委託しようとする者、業務における総合的な企画及び判断を再委託し

ようとする者、業務遂行管理部分を再委託しようとする者は競争に参加することができ

ない。 

   なお、原則として、契約金額の二分の一以上の再委託は承認しない。 

（４）人権尊重への取り組み 

   入札参加者は、入札書の提出（電子調達システムにより入札した場合を含む）をもっ

て「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」（令和４年

９月13日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進・連絡会議

決定）を踏まえて人権尊重に取り組むよう努めることに誓約したものとする。 

 

５ 競争参加資格確認関係書類等の提出方法等 
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（１）競争参加資格確認関係書類等は、次の手順により提出しなければならない。 

  ① 電子調達システムにより入札する場合 

    競争参加資格確認関係書類等をスキャナ等により電子データ化し、電子調達システ

ム所定の操作方法により提出しなければならない。 

    なお、競争参加資格確認関係書類等を電子データ化する際のファイルは、ＰＤＦ形

式とする。 

    また、電子データ化は、各項目別に一つのファイルを作成するか、一つのファイル

として作成した上で各項目別にしおりを付けるものとする。 

   ＊ 電子調達システムは、仕様上の制約により一つのファイルしか送付できないた

め、作成した各項目別のファイルは、ＺＩＰ形式にて圧縮の上、一つのファイルと

して送付すること。 

   ＊ 送付する際において、電子調達システムの仕様上、３メガバイト以上のファイル

は送付できず、また、ファイルは一回しか送付できないので留意すること。提出し

たファイルの追加、修正等については紙による提出が必要である。 

  ② 紙による入札の場合 

    入札説明書に定められた競争参加資格確認関係書類等を、持参又は郵送（書留郵便

等配達記録が残る方法に限る。）により提出しなければならない。電信、電話等によ

る提出は認めない。 

（２）競争参加資格確認関係書類等を提出後、入札への参加を取り止める場合は速やかに

「Ⅰ 個別事項」の２に記載した照会窓口へ連絡すること。 

 

６ 入札書に記載する金額 

（１）入札者は、仕様書に定める業務の履行に要する一切の諸経費を含め、契約金額を見積

もるものとする。 

（２）落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相当

する額を加算した金額（円未満の端数切捨て）をもって落札価格とするので、入札者

は、消費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約

金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

７ 入札書の引換え等の禁止 

（１）入札者は提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 

（２）入札者は、入札公告、入札説明書及び仕様書等を充分理解した上で入札するものと

し、入札後不明の点があったことを理由として異議を申し立てることができない。 

 

８ 電子調達システムによる入札書の提出 

（１）電子調達システムにより入札する場合、通信状況により提出期限時間内に電子調達シ

ステムに入札書が到着しない場合があるので、時間に余裕をもって行うこと。入札書の

提出期限に遅れた入札は一切認めない。 

（２）代理人が電子調達システムにより入札に参加する場合は、当該システムで定める委任

の手続きをあらかじめ終了しておかなければならない。また、電子調達システムにおい

ては、復代理人による入札は認めない。 

 

９ 紙による入札書の提出 
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（１）紙により入札する場合は、「入札説明書様式－４」により作成した入札書を持参又は

郵送（書留郵便等配達記録が残る方法に限る。）により提出しなければならない。入札

書の提出期限に遅れた入札は一切認めない。 

（２）入札書には電子くじ番号として、任意の３桁を記入しなければならない。入札書に電

子くじ番号の記載がない場合には、職員が任意の数字を電子調達システムに入力する。 

  ＊ 電子調達システムでは、電子くじ番号に無作為の数字を加算して「確定くじ番号」

が決定され、「確定くじ番号」は、落札者となるべき者が２者以上いる場合のくじ引

き（16（３）参照）に使用される。 

（３）電話、電信等による提出は認めない。 

（４）入札書は封筒に入れ、かつその封皮に氏名（法人の場合はその名称又は商号）、宛名

（支出負担行為担当官広島労働局総務部長殿）及び件名（開札日及び「広島障害者職業

能力開発校総合実務科におけるコンベヤの調達一式」の入札書在中）を記載しなければ

ならない。 

（５）代理人が紙により入札に参加する場合は、入札書に競争参加者の氏名、名称又は商

号、代理人であることの表示及び当該代理人の氏名を記入しておくとともに、入札書提

出時に「入札説明書様式－５（１）」及び「入札説明書様式－５（２）」による代理委任

状を提出しなければならない。 

（６）前項の場合において、入札書に記載する代理人の氏名は、委任状の内容と一致しなけ

ればならない。 

（７）委任状の日付は提出日とする。 

 

10 代理人の兼務禁止 

   入札者又はその代理人は、本件調達に係る入札について他の入札者の代理人を兼ねる

ことができない。 

 

11 入札の無効 

（１）本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入札者に求

められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は無効とする。 

（２）次に掲げる入札書は無効とする。 

  ① 入札書に記名がされていないもの 

  ② 入札金額を訂正したもの 

  ③ 金額の数字及び入札書の名称等、記載事項が不明瞭なもの 

  ④ 入札書に単価、数量及び総価を記載することを求めた場合の入札書に計算誤りがあ

るもの 

  ⑤ 同一の者による入札が複数あるもの 

  ⑥ 電子調達システム利用規約に違反した者のもの 

  ⑦ 顕名を欠いた（契約当事者となるべき者の記載が無い）代理人によるもの 

  ⑧ その他、入札公告若しくは通知、本入札説明書又は関係職員が指示した事項に違反

しているもの 

（３）入札に参加した者が、「入札説明書様式－２」の誓約書（暴力団等に該当しない旨の

誓約書）を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反することとなったとき

は、当該者の入札を無効とする。 
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（４）支出負担行為担当官により競争参加資格のある旨確認された者であっても、開札の時

までに競争参加資格を失い、又は競争参加資格を有しないことが判明した場合は、当該

入札者の入札を無効とする。 

 

12 入札の延期等 

   入札者が連合又は不穏な挙動等をする場合であって、本入札を公正に執行することが

出来ない状態にあると認められるときは、開札の延期又は入札の中止をすることがあ

る。 

 

13 入札公告の取消 

   支出負担行為担当官は、契約を締結するまでは、いつでも入札公告を取り消し、調達

手続を中止することがある。 

 

14 開札手続 

（１）開札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。ただし、やむを得ない事情によ

り入札者又はその代理人が立ち会うことができない場合は、入札事務に関係のない職員

を立ち会わせて行う。 

（２）電子調達システムにより入札書を提出した入札者は、開札場における立ち会いは不要

である。ただし、開札時刻に電子調達システムを利用できる端末の前で待機し、直ちに

再度入札に対応できるようにしなければならない。 

（３）入札者又はその代理人は、開札時刻後においては開札場に入場することはできない。 

（４）入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、関係職員の求めに応じ

身分証明書又は入札権限に関する委任状（既に提出済の場合を除く。）を提示又は提出

しなければならない。 

（５）入札者又はその代理人は、関係職員が特にやむを得ない事情があると認めた場合のほ

か、開札場において電話、電子機器等により他者と通信を行ってはならない。 

 

15 再度入札 

（１）開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち、予定価格の制限に達

した価格の入札がないときは、ただちに再度入札を行う。 

   なお、電子調達システムにおいては、再度入札通知書に示す時刻までに再度入札を行

うものとする。 

（２）紙による入札者又はその代理人が開札に立ち会わない場合、再度入札は辞退したもの

とみなす。 

（３）再度入札は、当初の入札と同じ方法（電子入札の場合は電子入札、紙入札の場合は紙

入札）で行わなければならない。 

 

16 落札者の決定 

（１）入札説明書の規定に従い入札書を提出した入札者のうち、競争参加資格及び仕様書の

要求要件をすべて満たし、契約を履行できると支出負担行為担当官が判断した者であっ

て、当該入札者の入札価格が予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された

予定価格の制限の範囲内であり、かつ、最低価格をもって有効な入札を行った者を落札

者とする。 
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（２）前項の規定にかかわらず、落札者となるべき者が次に該当する場合は、予定価格の制

限の範囲内の価格をもって申し込みをした他の者のうち、最低の価格をもって申し込み

をした者を落札者とすることがある。また、次の場合は、入札者は事後の事情聴取及び

関係資料等の提示について協力しなければならない。 

  ① 落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により契約の内容に適合した履

行がされないおそれがあると認められる場合（低入札価格調査基準額を下回った入札

があった場合に開札執行者は、入札者に対して「保留」を宣言し、予算決算及び会計

令第８６条に規定する調査（契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあるか

否かについて）を実施した上で落札者を決定し、後日入札者に通知する。） 

  ② その者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあっ

て、著しく不適当であると認められる場合 

（３）落札者となるべき者が二人以上あるときは、電子調達システムによりくじ引きを行

い、落札者を決定する。 

 

17 落札者の通知 

   落札者が決定したときは、入札者にその氏名（法人の場合にはその名称）及び金額を

口頭又は電子調達システムの落札通知書により通知する。 

 

18 契約書の作成 

（１）競争入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、遅滞なく契約書を取り交わす。 

   契約書の締結は、原則、電子契約書によるものとする。ただし、電子調達システムに

より難い者は、紙契約書によるものとする。 

（２）契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、その者

が契約書の案に記名押印し、更に支出負担行為担当官が当該契約書の案の送付を受けて

これに記名押印する。 

（３）支出負担行為担当官が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は

確定しないものとする。 

（４）支出負担行為担当官が記名押印したときは、当該契約書の１通を契約の相手方に送付

する。 

（５）契約書の規定により再委託の申請をする際の所定の様式は、「入札説明書様式－６」

とする。 

 

19 契約を締結しない場合の違約金 

   落札した者が契約を締結しない場合は、落札価格（入札書に記載された金額に当該金

額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（円未満の端数切捨て）の１００分の

５に相当する金額（円未満の端数切上げ）を違約金として納めなければならない。 

 

20 費用負担 

   本入札に参加するために生じる提出書類の作成に要する費用その他一切の費用は、入

札者の負担とする。 

 

21 書類の返還 

   提出された書類は返還しない。 

10



 

22 入札者参加者の公開等に対する同意 

   入札者は、厚生労働省が行う情報公開等の際、自己の名称又は商号、入札金額等が公

開される場合があることにあらかじめ同意するものとする。 

 

23 臨機の措置 

   自然災害、電子調達システムの不調等やむを得ない場合には、支出負担行為担当官は

日程の変更その他必要な指示を行う。 

 

24 その他 

（１）契約関係書類の真正性の確保 

   押印が省略された契約関係書類が提出された場合は、以下のように取り扱う。 

   なお、契約書の押印は省略ができないので留意すること。 

① 担当者等から提出される契約関係書類については、事業者としての決定であるこ

と。 

② 押印が省略された契約関係書類に虚偽記載等の不正が発覚した場合は、契約解除や

違約金を徴取する場合があり得ること。 

（以下この頁余白） 
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１

２

５

（１

（２

（３

（４

（５

（６

（７

　　国有県営の広島障害者職業能力開発校において使用する職業訓練用の軽搬送ベルトコンベヤに
　ついて、調達及び設置作業を行う。

仕　　様　　書

広島障害者職業能力開発校総合実務科におけるコンベヤの調達

広島労働局総務部総務課

概要

　　担当：友田

調達物品・仕様

仕様書別紙１「調達物品一覧」のとおり。

３　履行期限

　　令和８年３月３１日（火）

＊なお、可能な限り早期の履行とすること。

　　　日時等についての詳細は、契約締結後に履行場所担当者と調整の上決定すること。

４　履行場所

　　広島障害者職業能力開発校

　　〒734-0003　広島市南区宇品東４－１－２３

　　電話：０８２－２５４－１７６６

同等品の申請

　　参考仕様品以外の同等品（仕様書の内容を満たし、かつ参考仕様品と同等、もしくはそれ以上
　の品質・性能を有している製品）を選択する場合、次のとおり申請書等を提出すること。

）提出期限
令和７年９月１２日（金）１７時００分
）提出書類
①　別紙２－１「同等品申請書」
②　品質・性能の詳細が分かるメーカーカタログ等の写し
）提出場所
下記13
）提出方法
持参、郵送又はメール

）結果通知
　申請を受けた物品については、別紙２－２「同等品承認・不承認通知書」により承認の可否
を入札参加予定業者すべてに通知する。
）同等品について
同等品とは、以下の項目を満たすものとする。
　・規格・品質・性能が、仕様書の内容を満たしていること
　・規格・品質・性能が、参考仕様品と同等以上であること
　・参考仕様品の定価（オープン価格の場合は一般的な市場価格）と同額程度の定価の製品で
　　あること
）注意事項
ア　上記期日までに申請がない場合は、同等品の選択は不可とする。
イ　申請の際は、必ずメーカーカタログ等の写しを添付すること。

６　納入にあたっての注意事項
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11

（１

（２

（３

　　検査に合格した後、下記13に「納品書」を提出すること。

（１）納入物品はすべて新品とすること。

（２）作業日程、納入場所、経路等を事前に納入場所担当者と調整すること。

（３）納入後は動作確認を行い、基本的な操作方法等を納入場所担当者に説明すること。

（４）納入の際、必要に応じて床面、壁面やエレベーター等に養生を行うこと。

　　建物等に損害を与えた場合は、受注者の責任において対処し、損傷前の状態を補償すること。

（５）梱包材等廃材は、引取り、適正に処分すること。

（６）現有品の引取は不要であること。

７　納品書

（１）納品の際は、必ず納入場所担当者による検査を受けること。

　　　支払いは、適法な支払請求書の受理から３０日以内に行う。

（２）納品書については、次の内容の記載があれば任意様式で可。

　　ア　宛名「支出負担行為担当官　広島労働局総務部長」

　　イ　受注者の名称、所在地

　　ウ　案件名称「広島障害者職業能力開発校総合実務科におけるコンベヤの調達」

　　エ　納品日

　　オ　納品場所

　　カ　納品品目及び数量

８　代金の請求及び支払い

（１）納入場所において納入品の検査を受け合格した後、速やかに下記13に支払請求書を提出する

　　こと。

　価及び納入する製品のメーカー、品番等を明記すること。

　　　支払方法は、銀行振込のみである。

（２）支払請求書には、以下の内容を必ず記載すること。

　　ア　宛名「官署支出官　広島労働局長」

　　イ　請求者の名称、所在地

　　ウ　案件名称「広島障害者職業能力開発校総合実務科におけるコンベヤの調達」

　　エ　請求金額及び内訳

　　オ　振込先の口座情報

９　入札書に記載する金額

　　入札に当たり入札書に記載する金額は、仕様書等に示す調達物品に係る経費のほか、契約履行

　に要する一切の諸経費を含めた金額の合計額とし、記載する金額に消費税は含まないこと。

　　また、入札金額の内訳書を添付すること。様式は任意とするが、仕様書別紙１の品目ごとの単

10　契約締結

　　落札決定後、契約書を作成し契約を締結することとする。

再委託について

）当該業務について、全部を第三者（子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をい
う。）を含む。）に委託することはできない。
　ただし、契約金額に占める再委託契約金額の割合が５０％未満の場合には、当業務の一部を
委託することができる。
）当業務の一部を再委託する場合には、契約書様式１「再委託に係る承認申請書」を提出し、
その承認を受けなければならない。
　ただし、当該再委託額が５０万円未満の場合には、この限りではない。
）再委託の相手方から、さらに第三者に委託が行われる場合には、その旨を必ず報告し、履行
体制の把握のために必要な提出書類について指示を仰ぐこと。

12　その他注意事項
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　　また、本仕様書に記載のない事項で疑義が生じた場合は、その都度問い合わせること。

（１）天災または使用者側の過失による場合を除き、納品後メーカーで定められている標準保証期

　　間内の故障については無償で修理すること。

（２）物品の納入までに要する全ての費用は、落札者の負担とする。

（３）本仕様書に記載のない事項については、当局担当者の指示によること。

　　電話：０８２－２２１－９２４１

　　Eメール：hir-kaikei2@mhlw.go.jp

（４）落札者は、仕様書等の不明を理由として、異議を申し立てることはできない。

13　仕様書に関する問合せ先

　　〒730-8538　広島市中区上八丁堀６－３０　広島合同庁舎２号館５階

　　広島労働局総務部総務課

　　担当：会計第２係　中島
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１

物品
番号

物品名称

ベルト幅

機長

電源区分

電源周波数

速度（可変式）

スイッチ位置・ベルト進行方向

ドライブ

モータ区分

出力

搬送能力

フレーム材質

フレーム幅

ベルト色

参考仕様品

仕様

テーブル幅

テーブル長さ

取付

テーブル取付位置進行方向

材質

参考仕様品

ベルト面高さ

高さ調整

材質

参考仕様品

ベルト幅

カーブ角度

内側半径

必
須
条
件

仕様

ストレート

4

仕
様
例

ブラシレスモータ変速

90W

20～30kg程度

仕様書別紙１

調達物品一覧

広島障害者職業能力開発校総合実務科におけるコンベヤの調達

　　　　　　　　　　　　　広島労働局総務部総務課

調達物品

仕様・規格等 数量

アルミ製　メラミン化粧板貼り

アルミ等

計6cm程度

緑

三機工業　SZV40-2.0C(A90-1B21.6)R-BG

2 作業テーブル

必
須
条
件

物品番号1コンベヤに対応すること

仕
様
例 三機工業　TAM29-2.0R(SZV)

台

蛇行防止の機能を備えていること（蛇行防止
ベルトの装着等）

PSE仕様及び、漏電ブレーカー付き、ON/OFFス
イッチ付きであること

40cm程度

2.0m程度

単相100V

60Hz

20～7m/分程度

右・正転

センタードライブ

1 コンベヤ

75cm

仕
様
例

±30～50cm程度可能なこと

アルミ製またはスチール製等

三機工業　FCY40-75-29R(SZV)

3 定置脚

必
須
条
件

仕様

物品番号1コンベヤ及び物品番号2作業テーブ
ルに対応すること

8 脚

キャスター付き

4 組

30cm程度

2.0m程度（物品番号1コンベヤの機長と同じ）

片側のみ

右

台

蛇行防止の機能を備えていること（蛇行防止
ベルトの装着等）

PSE仕様及び、漏電ブレーカー付き、ON/OFFス
イッチ付きであること

50cm程度

90度

30cm

物品番号1コンベヤに対応すること

14 カーブベルト

必
須
条
件

仕様
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電源区分

電源周波数

速度（可変式）

ベルト面高さ

脚

回転方向

ドライブ区分

モータ区分

出力

搬送能力

ベルト色

参考仕様品

直径

電源区分

電源周波数

速度（可変式）

テーブル面高さ

脚

回転方向

モータ区分

出力

回転数

搬送能力

参考仕様品

その他必須条件

・ダイヤル式コントローラであること

・実習を行う上で安全であること。

・必要なガイドやプレートが付属していること。

台

単相100V

60Hz

20～7m/分程度

75cm
1

キャスター付き

右回り

ヘッドドライブモータ下部

インバータ変速

0.2KW

40㎏/台程度

緑

三機工業　SMBM50-90R30H(F02-1B21.8）R-BG-
H75キャスター

5 ターンテーブル

必
須
条
件

仕様

物品番号1コンベヤに対応すること

4 カーブベルト

必
須
条
件

仕
様
例

・１コンベヤ・４カーブベルト・５ターンテーブルそれぞれが独立して作動すること。また、それぞれを

連携したレイアウト構成ができ、スムーズに作動すること。

仕
様
例

インバータ変速

40W

11RPM程度

10㎏/台程度

三機工業　TTS100（F40-1B11）R-H75キャス
ター

1 台

PSE仕様及び、漏電ブレーカー付き、ON/OFFス
イッチ付きであること

100cm程度

単相100V

60Hz

20～7m/分程度

50～90cm（5cmおき）

定置脚（架台）がついていること
キャスター付きであること
材質：ステンレス製ヘアライン加工等

右回り
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仕様書別紙２－１

申請者

住　所

会社名

代表者名

担当者名・TEL

　次の商品を同等品として申請します。

仕様書物品 申請する同等品
番号 品名 メーカー 規格、品番等

【注意事項】

支出負担行為担当官　広島労働局総務部長　殿

同　等　品　申　請　書

広島障害者職業能力開発校総合実務科におけるコンベヤの調達

１　同等品の申請に当たっては、同等品であることが確認できる資料（メーカーカタログ等）を必ず添
付すること。
２　同等品とは、仕様内容を満たした製品であり、かつ、参考仕様品の定価と同額程度の定価の製品で
あること。
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仕様書別紙２－２

令和　　年　　月　　日

（入札関係書類受領書提出業者）

番号 品名 メーカー 規格、品番等

広島労働局総務部総務課会計第２係

TEL：082（221）9241

仕様書物品 申請する同等品

審査結果 不承認理由・備考

入札関係書類受領書提出業者各位

支出負担行為担当官　広島労働局総務部長

同等品 承認・不承認 通知書

広島障害者職業能力開発校総合実務科におけるコンベヤの調達

　申請のあった同等品について、承認・不承認を下記のとおり決定したので通知します。
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